予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：老人福祉費　　　
	事業名 新介護マーク普及啓発事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　介護保険者係　電話番号：058-272-1111（内2598）
E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　　5,708千円
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	5,708
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,708

	決定額
	1,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,500


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
　　　　高齢化の進行に伴い、今後、認知症高齢者の急速な増加が見込まれてお
り、厚生労働省推計では、既に高齢者のおよそ10人に1人が認知症と予
測され、平成37年（2025年）には、県内で約7.7万人と現在の約1.5倍
に増加する見込みである。
県では認知症になっても、住み慣れた地域で安心して生活していくため

の環境づくりとして、認知症に対する理解度促進のための意識啓発や、認

知症の高齢者やその家族を支援するための認知症サポーターの養成に向

けた取り組みを推進している。

その一方で、認知症高齢者を介護する家族は、「一見して周りの方に介
護中であることが分かりづらい」などの理由から、周囲の理解を得るため
の対策が必要な状況にある。

このため、厚生労働省が推奨する「介護マーク」を新たに作成・配布し、

認知症高齢者家族への支援とともに、認知症に対するより一層の理解と啓

発を図るものとする。

　【介護マーク】

　　　・介護を行う者が周囲から偏見や誤解を受けないための対策として平成
23年4月に静岡県が作成

　　　・（静岡県からの要望に基づき）平成23年12月に厚生労働省より、各都

道府県あてに「介護マークの普及」に関する協力依頼あり。

　　　・平成25年12月時点で、8県、455市区町村において、「介護マークを作

　　　　成、配布中（計画分含む）
　　 本県の取組：ホームページによる周知や、市町村担当者会議を通じて、

その普及について協力を依頼
（２）事業内容

・介護マーク（カード、ホルダー）の作成　　　　　　50,000セット

・認知症介護にかかる啓発用ポスター、チラシの作成　16,200枚
（３）類似事業の有無
　　　無　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	5,708
	介護マーク・専用ホルダーの作成及び関係機関への発送業務

	合計
	5,708
	


	　決定額の考え方　

　作成枚数を精査し、所要額を計上します。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　　岐阜県老人福祉計画・介護保険事業支援計画（第５期）中の、重点事項

（「認知症対策」）に位置付け。

（２）国・他県の状況
　　　・認知症施策推進５か年計画（H25-29 オレンジプラン）

　　　・近隣県では、長野（H24.7）、愛知県（H25.10）が取組実施中
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　認知症高齢者の家族に対する支援及び認知症に対する理解を促すため、「介護マーク」の作成・配布を行う


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	介護マークの配布

	（H　）
	（H  ）
	（H  ）
	0
（H25）
	50,000
（H　）
	0％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	高齢化の進展により、高齢者の10人に1人が認知症と推計される現況下において、介護を行う者が偏見や誤解を受けることなく、また、周知が認知症に対する正しい知識を身に着けるための対策が喫緊の課題となっている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	　－

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	　－


（今後の課題）

	認知症高齢者ならびにその家族に対する周囲の理解度向上に向けた継続的な取り組み



（次年度の方向性）
	　引き続き増加が見込まれる認知症高齢者に対して、市町村等関係機関と連携して多面的な支援策を講じていく




